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平 成 ３ ０ 年 第 １ 回 江 東 区 教 育 委 員 会 臨 時 会 会 議 録   １ 開会年月日  平成３０年２月９日（金）午前１０時００分  ２ 閉会年月日  平成３０年２月９日（金）午前１１時１９分  ３ 開 会 場 所       江東区役所  ４ 出 席 委 員       岩佐哲男（教育長）、進藤孝（教育長職務代理者）、松江恒治          眞貝裕利子、橋本俊雄  ５ 出 席 職 員       石川教育委員会事務局次長、寺内教育委員会事務局参事          杉田庶務課長、谷川学校施設課長、青木整備担当課長          油井学務課長、本多指導室長、小坂学校支援課長          池田放課後支援課長、保谷江東図書館長  ６ 議事案件 議案第１号  平成２９年度江東区一般会計補正予算（第３号） 議案第２号  平成３０年度江東区一般会計予算 議案第３号  江東区奨学資金貸付金の返還請求に関する民事訴訟の提起について 議案第４号  江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 議案第５号  江東区学童クラブ条例の一部を改正する条例  ７ 報告事項 （１）江東区学校安全の推進にかかる基本方針について （２）東川小学校増築計画（案）について （３）豊洲西小学校増築計画（案）について （４）第二大島中学校改築計画ワークショップ開催について （５）有明西学園開校に伴う転校の抽選結果について （６）平野児童館・小名木川児童館の運営再開について （７）古石場・大島四丁目・小名木川学童クラブの廃止について （８）江東区立図書館指定管理者制度導入準備に向けた検討結果（報告）について （９）江東区立図書館指定管理者制度の新規導入について （１０）平成３０年度図書館窓口業務等委託公募型プロポーザルの実施について  ８ 審議概要 岩 佐 教 育 長  おはようございます。ただいまより平成３０年第１回江東区教育委員会臨時会を開会いたします。  本日の会議録署名委員をご指名いたします。松江委員、眞貝委員にお願いいたします。 



 2

 それでは、審議に入ります。  日程第１ 議案第１号 平成２９年度江東区一般会計補正予算（第３号）を議題といたします。  本案について、事務局より説明願います。  事務局次長。  石川事務局次長  議案第１号 平成２９年度江東区一般会計補正予算（第３号）。  上記の議案を提出する。平成３０年２月９日。提出者、江東区教育委員会。  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定に基づき、本案を提出いたします。  岩 佐 教 育 長  庶務課長。  杉 田 庶 務 課 長   それでは、私から議案第１号 平成２９年度江東区一般会計補正予算（第３号）についてご説明いたします。  資料１をごらんください。１枚おめくりいただきまして、１ページの１、平成２９年度江東区一般会計補正予算（第３号）総括をごらんください。こちらは、本区全体の歳入、歳出についての総括であります。左の表の下段の歳入合計欄及び右の表の下の歳出合計欄にありますとおり、区全体の補正額は４０億９,５００万円の増額で、補正前の額に対して２.０％の増となっております。  左の表の歳出の款別内訳をごらんください。歳入増の主なものは、第１８款繰入金で、内容は財政調整基金繰入金の増額であります。また、歳入減の主なものは、第１５款都支出金で、主な内容は民生費補助金の減額であります。  右の表に記載されている歳出の款別内訳をごらんください。歳出増の主なものは、第２款総務費で、公共施設建設基金積立金の増額が主な内容となっております。歳出減の主なものは、第３款民生費で、保育や生活保護事業の減額が主な内容となっております。  続きまして、２ページの２、教育委員会事務局（１）歳入歳出予算総括をごらんください。これは、教育委員会事務局が所管する歳入及び歳出について、それぞれの款、項、目の補正額を記載した総括でございます。  左表一番下の歳入合計欄及び右表一番下の歳出合計欄に記載のとおり、教育委員会事務局所管の補正額は１７億２,６１３万９,０００円の減額で、補正前の額に対し４.４％の減となっております。  次に、歳入について主な内容をご説明申し上げます。１枚おめくりいただきまして、３ページの（２）歳入事項別明細書をごらんください。３段目にあります、第１４款国庫支出金の増は、義務教育施設整備費負
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担金や学校施設環境改善交付金の増額が主なものであります。  ５ページをお開き願います。第１８款繰入金は、学校施設改築等基金繰入金の減額が主なものであります。  その次の、第２０款諸収入は、奨学資金貸付金返還収入の減額が主なものであります。  続いて、歳出について主な内容をご説明申し上げます。６ページの（３）歳出事項別明細書をごらんください。第７款教育費、第１項教育総務費は、４億３,８４０万５,０００円の減額であります。  第２目事務局費は、右説明欄上段の事業１、給与費及び旅費の減額が主な内容であります。  第３目教育指導費は、右説明欄下段の事業５、確かな学力強化事業における投資賃金の実績減などが主な内容でございます。  １枚おめくりいただきまして、７ページをごらんください。第４目教育センター費は、右説明欄中段の、教育センター管理運営事業における非常照明用電池の契約削減などが主な内容であります。  第５目放課後支援費は、右説明欄中段の事業１、放課後子どもプラン事業における委託料の減などが主な内容であります。  第６目放課後支援施設建設費は、８ページになりますが、右説明欄上段の事業３、小名木川児童館改修事業における工事請負費の減額などが主な内容であります。  １枚おめくりいただきまして、９ページをお開き願います。第２項小学校費は８億５,３１１万７,０００円の減額であります。  第１目学校管理費は、右説明欄上段の事業１、給与費及び旅費の減額が主な内容であります。  第２目教育振興費は、右説明欄下段の事業１、小学校就学援助事業における支給対象者数の減。  第３目学校給食費は、右説明欄下段の事業１、小学校給食運営事業における調理業務委託などの契約差金の減額。  第４目学校保健費は、１０ページになりますが、右説明欄上段の事業１、小学校保健衛生事業における委託業務の実績減が主な内容であります。  第５目学校施設建設費は、右説明欄中段の事業１２、第五大島小学校改築事業及び事業１３、小学校大規模改修事業における起工差金、契約差金の減額などが主な内容であります。  １１ページをお開き願います。第３項中学校費は、２億５,１８４万９,０００円の減額であります。  第１目学校管理費は、右説明欄上段の事業１、中学校管理運営事業における光熱水費の実績減が主な内容であります。  第２目教育振興費、第３目学校給食費及び第４目学校保健費の内容は、小学校費とほぼ同様でございます。 



 4

 １２ページをごらんください。第５目学校施設建設費は、右説明欄の事業３、中学校校舎改修事業における起工差金、契約差金の減額が主な内容であります。  １３ページをお開き願います。第４項校外施設費は、６１４万円の減額であります。  第１目校外施設管理費は、右説明欄上段の事業２、富士見高原学園管理運営事業における工事請負費の減額が主な内容であります。  １４ページをごらんください。第５項幼稚園費は、８,５９５万３,０００円の減額であります。  第１目幼稚園管理費は、右説明欄上段の事業１、給与費及び旅費の減額が主な内容であります。  第２目幼稚園施設建設費は、右説明欄の事業２、園舎改修事業における起工差金、契約差金の減額が主な内容であります。  １枚おめくりいただきまして、１５ページをお開き願います。第６項社会教育費は、９,０６７万,５０００円の減額であります。  第１目社会教育総務費は、右説明欄上段の事業１、給与費及び旅費の減額が主な内容であります。  第２目図書館費は、右説明欄上段の事業１、図書館管理運営事業における図書館資料装備委託の契約差金の減額が主な内容であります。  第３目社会教育施設建設費は、右説明欄中段の事業１、亀戸図書館改修事業における工事請負費の減額が主な内容であります。  以上が教育委員会事務局関係の補正予算でございます。説明を終わります。  岩 佐 教 育 長  それでは、本案について質疑をお願いします。  よろしいでしょうか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  お諮りいたします。日程第１について、原案のとおり決定することにご異議ございませんでしょうか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  ご異議ありませんので、これを決定いたします。  次に、日程第２ 議案第２号 平成３０年度江東区一般会計予算を議題といたします。  本案について、事務局より説明願います。  事務局次長。  石川事務局次長  議案第２号 平成３０年度江東区一般会計予算。  上記の議案を提出する。平成３０年２月９日。提出者、江東区教育委員会。  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２
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号）第２９条の規定に基づき、本案を提出いたします。  それでは、議案第２号 平成３０年度江東区一般会計予算についてご説明申し上げます。  資料はございませんけれども、まず、本区全体の予算編成について簡単にご説明申し上げます。  本区の歳入環境ですけれども、法人住民税の国税化など、税源の偏在是正を狙った税制改正や景気変動の影響を受けやすく、引き続き予断を許さない状況ではあるものの、特別区税や特別区交付金が、人口の増加及び景気回復などの影響によって増加傾向にございます。本区は、５０万人都市としての多様な行政需要への対応、開催が迫る東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会成功に向けた準備のため、区民の負託にスピード感を持って応えていく必要がございます。  これらを踏まえまして、平成３０年度予算は、東京２０２０大会の中心地として世界の注目を集める本区が、区民が誇れる水彩都市として発展していくための予算、誰もが輝くまちへ未来への種をまく予算として編成されました。  続きまして、平成３０年度江東区一般会計予算の概要についてご説明申し上げます。恐れ入ります。資料２－１をごらんいただきたいと思います。資料２－１の平成３０年度江東区一般会計予算を１枚おめくりいただきまして、１ページ、平成３０年度江東区一般会計予算総括をごらんいただきたいと思います。  左表一番下の歳入合計欄及び右表一番下の歳出合計欄に記載してございますとおり、平成３０年度の一般会計予算は、総額１,９２９億５,２００万円、前年度比６６億９,０００万円の減、３.４％の減となってございます。  左表の歳入の款別内訳をごらんいただきたいと思います。第３款特別区交付金が、構成比２８.３％で第１位、以下、第１款特別区税２６.２％、第１４款国庫支出金１７.３％の順位となってございます。  右表、歳出の款別内訳をごらんいただきたいと思います。第３款民生費が、構成比４７.４％と最も多く、続いて、第７款教育費１６.２％、第２款総務費１２.９％の順となっております。  第７款教育費の部分をごらんいただきたいと思います。教育関係予算歳出の総額は、３１２億６,８２９万９,０００円で、前年度比７９億１,２９５万４,０００円の減、２０.２％の減でございます。  次に、３０年度教育関係予算歳出についての要点につきまして、簡単にご説明を申し上げます。  １点目は、学校の新築・増築についてです。本年４月には、本区初の義務教育学校として、有明西学園を開校するほか、豊洲西小学校では、平成３３年４月の供用開始に向けまして、収容対策として増築の実施設計に着手いたします。 
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 ２点目は、学習内容の充実についてです。新たな取り組みといたしまして、有明西学園では、前期課程の五、六年生において、一部の教科で教科担任制講師を配置し、後期課程への滑らかな接続ができるようにしてまいります。また、オリンピック・パラリンピック教育につきましては、江東区オリンピック・パラリンピック教育推進計画に基づきまして、本区の恵まれた環境を生かした、江東区独自の取り組みを引き続き着実に進めてまいります。  続いて、３点目は、特別支援教育の充実についてです。平成３０年度に、全ての小学校等でひまわり教室の導入を完了し、巡回指導や在籍学級での指導を充実させてまいります。  ４点目は、放課後子どもプランの着実な実施についてです。平成３０年度に江東きっずクラブを有明西学園内に開設し、既存校の４６校全校で実施いたします。  最後、５点目は、図書館についてです。平成３１年度から２カ年で実施いたします指定管理者制度導入に向けまして、初年度に指定管理者となる地域図書館４館の受託事業者の選定など、具体的な準備を進めてまいります。  続きまして、２ページです。２、教育委員会事務局（１）歳入歳出予算総額をごらんいただきたいと思います。これは、教育委員会事務局が所管をいたします予算の歳入及び歳出につきまして、それぞれの款、項、目の予算額を記載した総括表となっております。  歳入につきまして、増減の主なものをご説明申し上げます。３ページをお開きください。（２）歳入事項別明細書をご参照いただきたいと思います。第１２款分担金及び負担金ですが、１億６,８９６万７,０００円で、前年度比２,３１８万７,０００円の増となっております。これは、きっずクラブ利用者負担金の増が主な要因でございます。  第１３款使用料及び手数料ですが、１億６,６７１万８,０００円で、前年度比１８０万５,０００円の減となっております。これは、主にきっずクラブ登録事務手数料の減が主な要因であります。  第１４款国庫支出金は、３億７,６１１万円で、前年度比３億３,８４９万８,０００円の減となっております。これは、義務教育施設整備費負担金の減が主な要因であります。  ４ページをごらんいただきたいと思います。第１５款都支出金は、４億１,２３５万５,０００円で、前年度比２,４９７万２,０００円の減となっております。これは、緑の学び舎づくり事業補助金の減が主な要因であります。  以上が歳入の増減の主なものでございます。  続きまして、歳出について主な内容を順次ご説明いたします。恐れ入りますが、６ページをごらんいただきたいと思います。第７款教育費、第１項教育総務費は、１１０億５６３万円で、前年度比５億４,５８３
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万５,０００円、５.２％の増となっております。  １枚おめくりください。７ページをごらんいただきたいと思います。第２目事務局費、右説明欄下段の事業１、学校支援地域本部事業は、地域住民が学校の教育活動を支援するための組織に対する助成を行うものであります。３０年度より新たに１３校、合計５６校で実施いたします。  １枚おめくりいただきまして、９ページをごらんいただきたいと思います。第３目教育指導費、右説明欄下段の事業３、外国人講師派遣事業は、小学校等における外国語教育活動充実のため、外国人講師の派遣時間数を拡充いたします。  １０ページをごらんください。右説明欄下段の事業８、オリンピック・パラリンピック教育推進事業は、全小中学校等におきまして、世界の国旗、国家に関する講演会を行うとともに、世界ともだちプロジェクト等において、世界の国旗を学習に活用いたします。  恐れ入ります。２枚おめくりいただきまして、１３ページをごらんいただきたいと思います。右説明欄中段の事業３、スクールソーシャルワーカー活用事業は、課題を抱える児童生徒へのきめ細かな支援を行うため、スクールソーシャルワーカーを１名増員いたします。  第４目教育センター費、右説明欄上段の事業１、教育センター管理運営事業は、施設管理及び研修等を運営するための経費でございます。  ２枚おめくりいただきまして、１８ページをお開き願います。第５目放課後支援費、右説明欄上段の事業８、こどもまつり事業は、３０回の記念イベントとして、ＢＭＸ及びスケートボードの体験イベントを実施いたします。  １枚おめくりいただきまして、２０ページをお願いいたします。第２項小学校費は、１３１億８,０３５万３,０００円で、前年度比３５億１,６８４万３,０００円の減、２１.１％の減でございます。  第１目学校管理費、右説明欄上段の事業１、小学校管理運営事業は、小学校など４６校、８１４学級、２万４,５７７名の児童に係る消耗品、光熱水費、備品購入費等の学校運営維持に要する経費であります。  ２３ページをお開き願います。第２目教育振興費は、就学が困難が児童の保護者に対する就学援助及び特別支援学級等の就学奨励に要する経費であります。右説明欄上段の事業１、小学校就学援助事業は、３１年４月入学の児童に対しまして、入学準備費の入学前支給を行います。  第３目学校給食費、右説明欄下段の事業１、小学校給食運営事業は、給食用備品、消耗器材の購入及び調理業務の民間委託等に要する経費であります。  ２４ページをごらんいただきたいと思います。第４目学校保健費、右説明欄中段の事業１、小学校保健衛生事業は、健康診断及び学校内の衛生検査等の保健活動を実施するための経費でございます。  １枚おめくりください。２５ページをごらんいただきたいと思います。
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第５目学校施設建設費、右説明欄下段の事業１０、小学校大規模改修事業は、主に砂町小学校、第二砂町小学校の改修工事に要する経費を計上しております。  １枚おめくりください。２７ページをごらんいただきたいと思います。第３項中学校費は、３５億１,６９９万５,０００円で、前年度比５３億３,４２０万５,０００円の減、６０.３％の減となっております。  第１目学校管理費、右説明欄上段の事業１、中学校管理運営事業は、小学校費と同様、中学校など２４校、２７２学級、８,２１４名の生徒に係る学校運営維持に要する経費であります。  １枚おめくりいただいて、２９ページの第２目教育振興費から、３０ページの第３目学校給食費、第４目学校保健費の内容は、小学校費とほぼ同様でございます。  １枚おめくりいただきまして、３１ページをごらんいただきたいと思います。第５目学校施設建設費、右説明欄中段の事業２、中学校大規模改修事業は、辰巳中学校、南砂中学校の実施設計に要する経費を計上しております。  ３２ページをごらんください。第４項校外施設費は、１億３７８万４,０００円で、前年度比４,９０５万５,０００円の増、８９.６％の増であります。  第２目校外施設建設費、右説明欄下段の事業１、日光高原学園改修事業は、老朽化に伴う施設の大規模改修に向けた実施設計に要する経費を計上しております。  １枚おめくりいただきまして、３３ページをごらん願います。第５項幼稚園費は、１９億４,８５８万３,０００円で、前年度比３億９,５１３万７,０００円、２５.４％の増となっております。  第１目幼稚園管理費、右説明欄中段の事業１、幼稚園管理運営事業は、区立幼稚園２０園、６８学級、１,５６０名の園児に係る幼稚園運営維持に要する経費であります。  １枚おめくりいただきまして、３５ページをごらん願います。第２目幼稚園施設建設費、右説明欄中段の事業１、幼稚園大規模改修事業は、つばめ幼稚園の実施設計及び枝川幼稚園、なでしこ幼稚園の改修工事に要する経費を計上しております。  ３６ページをごらんください。第６項社会教育費は、１５億１,２９５万４,０００円で、前年度比５,１９３万３,０００円の減、３.３％の減となっております。  第２目図書館費、右説明欄下段の事業１、図書館管理運営事業は、区立図書館の管理運営に要する経費であります。  次に、資料２－２をごらんいただきたいと思います。資料２－２、教育委員会事務局平成３０年度当初予算概要ということで、主な新規・レベルアップ・維持・見直し事業というものが一覧になっております。資
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料２－１を用いて説明した部分を除いて、ここに記載のものについて簡単にご説明いたします。  まず、（１）新たな取組みの、教育施設の整備・充実の部分ですが、５番の東川小学校増築事業です。東川小学校につきましては、平成３０年度、実施設計を行います。  ７番、第二大島中学校改築事業です。第二大島中学校改築事業につきまして、平成３０年度、基本設計を行ってまいります。  １枚おめくりいただきまして、２ページをごらんください。（２）事業の拡充の部分です。「いじめ・不登校対策の充実」の、１２番、スクールカウンセラー派遣事業です。各区立幼稚園への派遣時間数を拡充いたします。  次に、「こどもが安全で健やかに過ごすことができる場の確保」の、１５番、児童館管理運営事業ですが、亀戸第二児童館において、指定管理者制度を導入いたしまして、開館日数の増、開会時間の延長を行います。  次に、「教育施設の整備・充実」の、１７番、学校安全対策事業ですが、各区立小・中学校及び幼稚園等に配置をするさすまたの本数を拡充いたします。  その下、１８番、平久小学校増築事業、そして１９番、扇橋小学校増築事業ですが、この両小学校につきましては、３０年度、工事に着手いたします。  ３ページをごらんください。（３）既存事業の見直しについてです。２１番、２２番、小学校校舎維持管理事業及び中学校校舎維持管理事業ですが、いずれも用務業務委託校を、小学校においては２校、中学校においては１校を追加いたします。  長くなりましたけれども、教育委員会事務局関連の予算につきましては、以上でございます。よろしくお願いいたします。  岩 佐 教 育 長  それでは、本案について質疑をお願いします。  よろしいですか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  それでは、お諮りいたします。日程第２について、原案のとおり決定することにご異議ございませんでしょうか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  ご異議ありませんので、これを決定いたします。  次に、日程第３ 議案第３号 江東区奨学資金貸付金の返還請求に関する民事訴訟の提起についてを議題といたします。  本案について、事務局より説明願います。  事務局次長。  
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石川事務局次長  議案第３号 江東区奨学資金貸付金の返還請求に関する民事訴訟の提起について。  上記の議案を提出する。平成３０年２月９日。提出者、江東区教育委員会。  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定に基づき、本案を提出いたします。  岩 佐 教 育 長  庶務課長。  杉 田 庶 務 課 長   それでは、私から議案第３号についてご説明いたします。  資料３をごらんください。江東区奨学資金貸付金の返還請求に関する民事訴訟の提起についてでございます。  １番、江東区奨学資金貸付金についてですけれども、生計上の理由で高等学校などへの就学が困難な江東区在住の生徒に対して、奨学資金を貸し付けるもので、昭和３３年度発足以来、これまでの貸し付け実績は、人数が３,６３０人、総額１７億５,０８２万９,０００円でございます。  資料にはございませんが、昨年の１０月現在で、滞納になってしまっている案件が１００件、４,５００万円余でございます。  ２番の、これまでの経緯ですけれども、平成２７年４月に施行されました、江東区私債権の管理に関する条例に基づきまして、滞納案件について適切な処理をするため、専門性のある弁護士事務所への委託を開始したところでございます。  そして、今回の訴訟案件は２８年度に委託したものの一部でございますので、３番に２８年度の委託したものの状況を表にしてございます。完納案件が１１件、それから、分納合意で支払中のものが１４件ということで、予定を含んだ回収済みが２５件でございます。そして、未回収のものが２５件となりますが、このうちの１０件を訴訟提起予定案件としております。金額にして、弁護士事務所に委託したものが全部で５０件、２,４５０万円余でございます。そのうちの２３％がこの訴訟提起案件に該当します。それから、債権放棄予定が８件、その他、交渉中が７件でございます。  債権放棄案件のところにアスタリスクをつけておりますけれども、２９年度末に債権放棄する予定のものは、全部で９件ございまして、２８年度の８件に加え、２７年度に委託したもののうち１件について債権放棄する予定です。債権放棄案件につきましては、既に時効が到来していて、所在不明であったり、その後、回収の見込みがないものを放棄するものでございます。  ４番の返還請求に関する民事訴訟の提起についてです。裏のページになりますが、１０件の一覧表が示してあります。いずれも、督促・催告が届いているけれども連絡のないもの、一部返還もあったのですが、そ
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の後連絡のないものとなっております。１０件の訴訟価格が、５５３万７,０００円となっております。  （２）訴訟提起を行うメリットでございますけれども、①和解となって、返還に至る可能性が高い、②経済状況が明らかになれば、分納、返還猶予などの措置がとれる可能性があるということで、２７年度にも８件の訴訟提起をしておりますが、その後の状況については、１件が完納、５件が分納中、２件がまだ連絡がいただけないというものでございます。この完納と分納を合わせますと、７８％回収できる予定でございます。  最後に、（３）スケジュールですけれども、この後、２月２１日の区議会第１回定例会に提案をいたしまして、中間で議決をいただいた後、訴状作成などに入ります。通常、早くて、口頭弁論まで１カ月程度かかるかと思っております。  説明は以上です。よろしくお願いいたします。  岩 佐 教 育 長  それでは、本案について質疑をお願いします。  よろしいですか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  お諮りいたします。日程第３について、原案のとおり決定することにご異議ございませんでしょうか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  ご異議ありませんので、これを決定いたします。  次に、日程第４ 議案第４号 江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を議題といたします。  本案について、事務局より説明願います。  事務局次長。  石川事務局次長  議案第４号 江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例。  上記の議案を提出する。平成３０年２月９日。提出者、江東区教育委員会。  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定に基づき、本案を提出いたします。  岩 佐 教 育 長  庶務課長。  杉 田 庶 務 課 長   それでは、私から議案第４号についてご説明いたします。  資料４もあわせてごらんください。本案は、昨年ご説明いたしました、特別区人事委員会の勧告により、扶養手当の額の改正を行うものでございます。扶養手当の額は、国において、配偶者の手当額を他の扶養親族の手当額まで減額し、その原資を用いて、子の手当額を引き上げる改正
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を行っていることや、子の手当を充実する必要性などにより改正することとなりました。  改正の内容ですけれども、第１に、子と孫の区分をそれぞれ設けます。資料４ですと、１１条の第２項のところです。現行は（２）のところに「子及び孫」となっておりますが、改正後は子と孫を区別しております。  それから、第２に、配偶者がいない場合の第一子区分を廃止し、配偶者の月額を１万３,７００円から父母などの手当額と同額の６,０００円に引き下げ、その原資を用いて、子の月額を６,０００円から９,０００円に引き上げるというものです。こちらは、資料４の１ページ目の中ほどに、金額の変更が出ております。  それから、第３に、附則において、受給者への影響を少なくするための特例措置として、平成３０年度及び３１年度で段階的に配偶者の手当額を減額し、子の手当を引き上げます。それから、経過措置として、３５年度まで引き続き対象となる、配偶者がいない場合の第一子に対して、平成３０年度から３５年度まで手当額の調整を行うというもので、こちらは、資料４の１１条の４項以降に記載のあるところが、その規定でございます。  以上、議案の説明でございます。よろしくお願いいたします。  岩 佐 教 育 長  本案について質疑をお願いします。  よろしいですか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  お諮りいたします。日程第４について、原案のとおり決定することにご異議ございませんでしょうか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  ご異議ありませんので、これを決定いたします。  次に、日程第５は報告事項７と関連する議案ですので、一括して説明を受けた後、審議いたしたいと存じます。  それでは、日程第５ 議案第５号 江東区学童クラブ条例の一部を改正する条例及び報告事項７ 古石場・大島四丁目・小名木川学童クラブの廃止についてを一括して説明願います。  次長。  石川事務局次長  議案第５号 江東区学童クラブ条例の一部を改正する条例。  上記の議案を提出する。平成３０年２月９日。提出者、江東区教育委員会。  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２の規定に基づき、本案を提出いたします。  岩 佐 教 育 長  放課後支援課長。 
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 池田放課後支援課長  それでは、議案第５号 江東区学童クラブ条例の一部を改正する条例に関連いたしまして、報告事項７ 古石場・大島四丁目・小名木川学童クラブの廃止について一括でご説明いたします。  恐れ入りますが、資料１２をごらんください。本件３クラブにおきましては、いずれも近隣にきっずクラブが開設されたことに伴い、現在休止しているものでございます。そして、この期間中、保護者から再開の利用ニーズ等もございませんでしたので、近隣のきっずクラブや、他の学童クラブでのサービスの提供が可能と判断し、このたび、廃止するものでございます。  それでは、それぞれの施設に関する状況をご説明いたします。  まず、古石場学童クラブですが、このクラブは古石場福祉会館、児童館に併設する施設でございます。利用状況ですが、平成２５年度は４１名の登録児童がございましたが、同年にはきっずクラブ平久が、２６年度にはきっずクラブ数矢がそれぞれ開設されたこともあり、利用人数が低減しました。平成２７年の利用募集の際には、６名の申請がございましたが、その申請の段階で、この６名いずれもが、きっずクラブ数矢に申請先を変更修正したこともあり、結果として利用が見込めずに休止したものでございます。  次に、大島四丁目学童クラブですが、このクラブは、ＵＲ大島四丁目団地の敷地内にある施設で、大島子ども家庭支援センターと大島西長寿サポートセンターが併設しております。このクラブは、平成２７年度は３３名、２８年度は２２名と、一定程度の利用はあったものの、今年度から団地に隣接する大島南央小学校内にきっずクラブを新たに開設する計画となっておりましたので、クラブの集約化を図るため、利用中の保護者や児童などとの合意形成を図った上で休止したものでございます。  次に、小名木川学童クラブでございますが、このクラブは、ＵＲ北砂五丁目団地１階にある施設で、後ほど報告事項として改めてご説明いたしますが、現在改修中の小名木川児童館に併設する施設でございます。このクラブは、長期計画に定める児童館の大規模改修年次に到達いたしましたので、今年度から休止したものでございます。  休室に当たりましては、平成２８年度に開設した隣接するきっずクラブ小名木川に利用誘導を図ったのですが、工事終了後の現在の状況として、これまでの利用者は、学童クラブに戻るのではなく、引き続ききっずクラブ小名木川の利用を希望されております。このような状況から、休室中のそれぞれのクラブにつきましては、冒頭申し上げましたように、利用者ニーズの見込みなどを勘案し、廃止するものでございます。  次に、今後の予定でございます。第１回区議会定例会に本日の議案第５号でございます「江東区学童クラブ条例の一部を改正する条例」を提出することにより、年度末の３月３１日をもって廃止させていただきま
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す。  ここで、お手数ですが、資料５をごらんください。こちらが、今ご説明した条例の新旧対照表でございます。ごらんのように、この条例別表にそれぞれ３つのクラブが規定されておりますので、それぞれ削除することとし、３月３１日に廃止するため、附則において施行日を平成３０年４月１日と規定いたしました。  私からは、以上でございます。  岩 佐 教 育 長  それでは、本案について質疑をお願いいたします。  よろしいでしょうか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  お諮りいたします。日程第５について、原案のとおり決定することにご異議ございませんでしょうか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  ご異議ありませんので、これを決定するとともに、本報告を終了いたします。  これより報告事項に入ります。報告事項１ 江東区学校安全の推進にかかる基本方針についてを事務局より説明願います。  庶務課長。  杉 田 庶 務 課 長   それでは、私から、江東区学校安全の推進にかかる基本方針について説明いたします。資料６をごらんください。  平成２９年３月に国が、学校保健安全法において、第２次学校安全の推進に関する計画を策定いたしました。この法において、「地方公共団体は国が講ずる措置に準じた措置を講ずること」とされておりまして、努力義務ではございますが、本件はこの規定に基づき定めるものでございます。  平成１３年に起こりました大阪の池田小事件を境にして、日本全国で学校安全への取り組みが進み、本区でもさまざまな対策に取り組んでまいりましたが、とりあえずやれるものからやるという考えのもとで、区長部局を含め、それぞれの所管でそれぞれに展開してきた部分が多い状況でございました。今回、この基本方針によりまして、今後体系的に取り組んでいくことができるものと考えております。  この基本方針は、教育委員会のほか、防災課や交通対策課、関係各課長と、それから小・中・幼を代表する校長先生、園長先生をメンバーとした検討委員会を組織しまして、計３回の会議に加え、教育推進プランの点検評価委員など、そちらには各ＰＴＡや公募区民も入っておりますけれども、それらの意見も聞きながら策定を進めてまいりました。昨年１２月に開催した会議におきまして、このように（案）という形でまとまりましたので、ご報告をさせていただきます。 
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 １のはじめにをごらんください。４行目以下の部分でございますが、「この基本方針は、安全な教育環境を整備する上での具体的な取組を示すものであり、区、教育委員会、学校、保護者、地域、関係機関がそれぞれの立場で役割を果たし、連携して取り組んでいくことで学校安全の向上の実現を目指すものである」としてございます。  続きまして、２の策定の背景でございます。国の動きは、先ほどご説明しました２９年３月に、法に定める安全計画を策定して、その後、平成２５年以降、文部科学省、国土交通省、警察庁が連携して、通学路の交通安全の強化に取り組んできております。  （２）東京都の動きでは、平成２７年１月から通学路の安全確保対策ということで、通学路防犯カメラの設置補助事業を実施しております。そのほか、東京都安全・安心まちづくり条例の改正や、東京都安全教育プログラムの改訂を行っております。  （３）社会情勢でございます。江東区内では、平成２４年以降、３件の児童の死亡事故が発生しておりまして、安全対策の取り組みが求められております。  それから、全国的には、相模原の福祉施設の事件ですとか、石巻の大川小学校の津波避難過失事件などがありまして、安全配慮義務を負うこととなっております。  ２ページをお開きください。④として、国・都が通学路安全対策に重点的に取り組んでおります。それから⑤として、学校保健安全法の規定に基づき、学校安全の推進に係る計画を策定することが求められておりますので、今回の策定になりました。  続きまして、３の基本方針概要でございます。目的として、「区立学校（園）における安全に係る取組を統一的かつ効果的に推進するため」としております。  （２）期間ですが、平成３０年度から３４年度の５年間としております。そして、下の※のところに、法律に「最新の知見及び事例をふまえつつ」という条文がございますので、毎年見直しをいたします。それから、その下の※ですが、平成３５年度以降の取り扱いにつきましては、国の次期計画にあわせて更新してまいります。  位置づけは、先ほど申し上げましたように、法に定める措置でございます。  続きまして、４の学校安全を推進する施策でございます。ここは具体的な取り組みについて記載しておりますが、ほとんどが現在既に取り組んでいるものを、国の計画のフレームに合わせた形で体系的に整理したものとなっております。  （１）組織的取組の推進ですが、①として、学校安全の中核となる教職員の配置や、通学路のストップさん、保護者の見守りなどに取り組むとしております。 
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 それから、②では、学校安全計画の策定と危機管理マニュアルの位置づけについて取り扱いを記載しております。  それから、③教職員の研修などですけれども、災害や犯罪に対するものだけではなくて、体育や運動部活動における事故防止ですとか、食物アレルギーに対しても取り組んでいくことにしております。  続きまして、（２）安全教育の充実方策でございます。①として、安全教育を系統立てた教育課程の編成を検討するとしてございます。  それから、②ですけれども、防災教材の活用や自転車安全教室、地域防犯マップづくりなどに取り組むとしてございます。  次のページです。③情報社会への対応ですけれども、情報モラルの育成のため、ＳＮＳ江東ルールなどを推進していくとしております。  続きまして、（３）学校施設・設備の整備充実でございます。①として、学校の耐震化や老朽化対策を講じていくこと。②として、不審者対策として、校門の電気錠ですとか、防犯用品を使った防災訓練に取り組むことにしております。  続きまして、（４）ＰＤＣＡサイクルの確立を通じた事故等の防止でございます。①安全点検ですけれども、学校施設課が毎年行う施設点検ですとか、５ページのほうですが、交通対策課が事務局になっております江東区通学路安全対策連絡会を活用していくとしております。  それから、②として、文部科学省が策定した指針の周知や研修、訓練に取り組んでいくとしております。  最後に、（５）地域社会・家庭との連携の充実でございます。①地域社会との連携ですが、学校評議員会や学校支援地域本部、学校避難所運営協力本部連絡会などを活用していくとしております。  ②緊急情報の共有ですけれども、この部分のみ、国のフレームではなく、区の実情に沿った項目立てをしております。不審者や災害時において緊急時一斉連絡システムを活用するとしております。  別紙としてつけておりますのが、東京都の安全教育プログラムを参考に記入例を入れておりますけれども、各学校の実情に合わせて策定することになっている全体計画と指導計画でございます。こちらは、既にそれぞれ策定しておりまして、毎年指導室のほうに提出していただいているものでございます。  内容の説明は以上でございます。本指針につきましては、この後、区議会第１回定例会の文教委員会で報告もし、その後、４月以降の校・園長会で報告して、ホームページによっても公表したいと考えております。  説明は以上です。  岩 佐 教 育 長  本件について質疑願います。  よろしいでしょうか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 
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岩 佐 教 育 長  それでは、本報告を終了いたします。  次に、報告事項２ 東川小学校増築計画（案）についてを説明願います。  学校施設課長。  谷川学校施設課長  それでは、資料７をごらんください。東川小学校増築計画（案）についてご説明いたします。  まず、１ページ目の計画工程表です。平成３０年度は実施設計を行い、平成３１年度から３２年度まで第Ⅰ期工事、平成３３年度にⅡ期工事に分けて工事を行う予定でございます。第Ⅰ期工事につきましては、校舎北側にあります既存の平屋のプレハブ校舎を解体しまして、増築棟を建設する工事となります。  Ⅱ期工事としましては、主に既存校舎の職員室の拡張工事と、給食室を多目的室に改修工事をするという予定でございます。  近隣への説明につきましては、４月下旬には計画説明会を開催する予定で検討してございます。  下段の規模等でございますが、収用対策上の暫定増築として、鉄骨造３階建ての述べ床面積約１,５８４平米の規模で建設いたします。  現在は、おおむね１２学級対応の校舎でございますが、増築棟の供用開始後は、利用教室数が１８学級、プラス少人数教室を確保する計画としております。  続きまして、きっずクラブにつきましてですが、児童館の解体に伴いまして、東川小にきっずクラブ専用のプレハブを建設いたします。平成３０年度にリース契約にて設計・工事を行い、平成３１年度から３２年度の増築棟の竣工まで使用していきます。年度内には解体し、現状の復旧をする予定でおります。  それでは、２ページ目をごらんください。配置図になります。増築棟は、北側の都道であります新大橋通り側に建設いたします。また、現状の給食室が、増築後の給食室を用意するには狭いということで、給食を休止することなくこの計画を進めるため、給食室を増築棟の１階に配置いたしました。その関係で、都道側に新たな給食搬入用の出入り口を設置いたします。南側には、きっずクラブ専用のプレハブを建設しまして、規模としましては、鉄骨造平屋建て約１６６平米で、玄関、育成室、事務室、トイレ等を配置する予定で検討してございます。  続きまして、３ページ目をごらんください。１階、２階の平面図になります。北側の校舎が増築棟になります。本校舎の廊下と各階で接続する計画としております。  １階には、先ほどご説明したように、奥に給食室を配置しまして、西側には既存校舎から特別支援室を移設します。それに伴いまして、特別支援用の玄関とトイレを用意する予定でおります。既存校舎においては、
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現在の給食室を多目的室に改修しまして、授業だけではなく、特別支援またはきっずクラブ等でも使用できるような形にしたいと考えております。また、職員室の拡張工事とランチルームにおきましては、特別支援教室として利用する方向で現在、学校と調整しているところでございます。  ２階につきましては、普通教室を５室、それとトイレを配置、既存校舎の廊下を２カ所連結することで、既存校舎との連携を図っていきたいと思っております。  次に、４ページ目をごらんください。３階、４階の平面図です。３階は、少人数教室２室ときっずクラブの育成室、事務室を配置しております。また、既存校舎のきっずクラブの事務室は、体育倉庫に転用する予定で進めております。  説明は以上になります。  岩 佐 教 育 長  本件について質疑をお願いします。  よろしいですか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  それでは、本報告を終了いたします。  次に、報告事項３ 豊洲西小学校増築計画（案）についてを説明願います。  学務施設課長。  谷川学校施設課長  それでは、資料８をごらんください。豊洲西小学校増築計画（案）についてご説明いたします。  まず、１ページ目の計画工程ですが、前回のご説明では、平成３０年度に実施設計を行い、１年あけて平成３２年度から平成３３年度まで増築棟を建設する第Ⅰ期工事と、平成３４年度に既存校舎内を改修するⅡ期工事に分けて工事を行う予定で本計画を進めてまいりましたが、隣接します１－１街区の東急不動産より、隣接します保育所棟の建設を平成３２年２月から平成３３年８月に行う予定だということを打診されました。教育委員会としましては、増築棟の建設用地には本工事ヤードとしてのスペースに余裕がないことから、保育所棟の一部の敷地を作業スペースとして提供していただく必要があり、保育所棟の建設時期を変更するよう要望しましたが、東急不動産より住宅棟の仮設計画上、不可能であるということでございました。  教育委員会としましては、校舎増築棟の建設を１年前倒しする計画に変更しまして、保育所棟の一部敷地を作業スペースとして提供するよう協議をしているところであります。したがいまして、平成３１年度から３２年度までの第Ⅰ期工事と、平成３３年度にⅡ期工事とする工事を行う予定で、増築棟の供用開始を平成３３年４月といたしました。 
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 第Ⅰ期工事は、増築棟の建設と渡り廊下の工事を行います。第Ⅱ期工事は、既存校舎の校長室の移設と職員室や昇降口の拡張工事を行う予定で、極力学校側に負担のないよう改修できるよう計画いたしました。  近隣への説明につきましては、４月下旬には計画説明会を開催する予定でございます。  下段の規模等でございますが、収用対策上の暫定増築としまして、鉄骨造４階建て、延べ床面積は約４,３３２平米の規模で建設を検討しております。  現在は、２４学級対応の校舎でございますが、増築棟の供用開始後は、利用可能教室が３６学級、プラス少人数教室を確保する計画としております。  次に、２ページ目をごらんください。配置図と増築棟の平面図になります。配置計画としましては、北側に約２,６００平米の敷地の提供を受けまして、増築棟を配置いたします。  左側の増築棟の平面図をごらんください。１階は、教室と洗浄配膳室というのがございます。これは、給食を既存校舎でつくりまして、増築棟の児童のための配膳、それと洗浄室になります。  ２階、３階には、教室、少人数、特別教室を配置してございます。  ４階には、きっずクラブの部屋、それと外部になりますが、鳥かごのネットを張りましたプレイコート５３２平米ということで、おおむね体育館と同等の広さのプレイコートを配置する予定でございます。  次に、３ページ目をごらんください。既存校舎の１階と２階の平面図になります。  １階につきましては、グレーに塗られていますホールの部分、大階段の前ですが、そこは昇降口の下駄箱を置くスペースとして改修させていただきます。  ２階をごらんください。職員室の拡張工事に伴いまして、多目的室と書いてありますところを校長室に改修していきます。また、北側の会議室のところを職員の更衣室ということで拡張していく予定でございます。  次に、４ページ目をごらんください。３階、４階になります。３階、４階につきましては、特に改修を行わない予定でございます。  説明は以上です。  岩 佐 教 育 長  本件について質疑を願います。  よろしいでしょうか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  本報告を終了いたします。  報告事項４ 第二大島中学校改築計画ワークショップ開催についてを説明願います。  学務施設課長。 
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 谷川学校施設課長  それでは、資料９をごらんください。第二大島中学校改築計画ワークショップ開催についてでございます。  第二大島中学校改築につきましては、平成３０年度基本設計、平成３１年度実施設計、平成３２年度から平成３４年６月竣工を目指して計画を進めてございます。今回、この基本設計の中でワークショップを開催するわけですが、生徒や地域の意見を収集・反映させ、生徒がより安心して楽しく通える中学校づくりを行うため、ワークショップを開催いたします。  内容としましては、今回、生徒と関係者、教員、ＰＴＡ、また地域の代表の町会の方々にお集まりいただきまして、おおむね４０名程度で４グループに分けて討論を行いたいと考えてございます。  期間としましては、平成３０年６月から１０月の間、約４回実施する予定で考えてございます。  説明は以上です。  岩 佐 教 育 長  本件について質疑願います。  よろしいですか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  それでは、本報告を終了いたします。  報告事項５ 有明西学園開校に伴う転校の抽選結果についてを説明願います。  学務課長。  油 井 学 務 課 長   資料１０をごらんください。有明西学園開校に伴う転校の抽選結果についてご説明いたします。  １の概要にありますとおり、平成３０年４月の有明西学園開校に伴いまして、有明西学園の通学区域外に居住している保護者の方から寄せられた有明西学園に転校の要望につきましては、母体校である有明小・中学校の各学年が２学級維持できる範囲で転校を認めることとしたところです。これに基づきまして、昨年１２月に転校の希望を募り、一部の学年で抽選を行い、転校をする方を決定いたしました。  ２の抽選結果をごらんください。左側の転校可能人数は、有明小学校・中学校の平成３０年４月、児童生徒見込み数から２学級維持に必要な児童生徒数４５名を引いた数で、今回通学区域外から転校の受け入れができる人数になります。  次の申し込み人数は、転校の希望を出された児童生徒数となります。有明小学校の４・５年生、有明中学校の１・２年生は、申し込み人数が転校可能人数の範囲内であったため、全員が無抽選で転校となります。有明小学校１・２年生については、申し込み人数が転校可能人数を上回
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ったため、抽選を行い対象者を決定しました。なお、３年生は、転校可能人数０名に対して１名の方から転校希望表の提出がありましたが、こちらについては落選となります。この結果、有明小学校では合計８名、有明中学校では合計３名の方が、４月から有明西学園に転校することとなりました。  本件の説明については、以上となります。  岩 佐 教 育 長  本件について質疑願います。  よろしいでしょうか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  それでは、本報告を終了いたします。  続いて、報告事項６ 平野児童館・小名木川児童館の運営再開についてを説明願います。  放課後支援課長。  池田放課後支援課長  それでは、私からは、報告事項６、平野児童館・小名木川児童館の運営再開についてご説明いたします。恐れ入りますが、資料１１をごらんください。  この２つの児童館は、今年度、施設の老朽化に伴う大規模改修のため休館していたところでございますが、間もなく改修工事が終了し運営を再開いたしますので、その旨、ご報告いたします。  まず、表の左手の平野児童館です。この施設は、深川老人福祉センターと平野学童クラブとの合築施設で、７月１日から休館しているものでございます。休館中は、近隣の深川図書館ですとか地区集会場などにおいて出張児童館事業を実施する一方、学童クラブにおきましては、近隣の深川第二中学校へ場所を移し運営しているところでございます。  そこで今般、３月２０日に工事の終了が見込まれることとなりましたので、まず学童クラブを３月２６日に先行して再開し、その後４月１日に老人福祉センターとあわせて施設全館で再開いたします。  なお、この再開に際しましては、３月１１日号の区報やホームページ、そして「児童館だより」などでお知らせするとともに、学童クラブについては、在籍する保護者に対し、直接「クラブだより」でお伝えしてございます。  次に、表の右手の小名木川児童館でございます。この施設は、先ほどの報告事項でご説明した小名木川学童クラブを併設した施設で、６月２９日から休館しております。休館中は、近隣の施設の砂町文化センターなどにおいて出張児童館事業を実施しておりますが、学童クラブにつきましては、利用状況などを勘案し廃止することは、先ほどのご説明のとおりでございます。  そして、再開後の運営でございますが、工事が３月１日に終了を見込
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んでいる中で、速やかに再開することによりサービスの提供を図りたいと考えている一方で、現在は、休館を見込んだ人員体制となっております。そのため、従前のサービスを維持するための職員のローテーション体制を組むことが困難でもございますので、新年度を待たずに３月１４日に再開いたしますが、３月末までは臨時休館を設けるとともに、開館時間も一部短縮をして運営いたします。  なお、再開に際しましては、３月１日の区報やホームページ、そして「児童館だより」などでお知らせすることとしてございます。  私からは以上でございます。  岩 佐 教 育 長  本件について質疑願います。  よろしいでしょうか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  次に、報告事項８及び報告事項９は互いに関連する案件ですので、一括して説明を受けた後、質疑いただきたいと存じます。それでは、報告事項８ 江東区立図書館指定管理者制度導入準備に向けた検討結果（報告）について、及び報告事項９ 江東区立図書館指定管理者制度の新規導入についてを説明願います。  江東図書館長。  保谷江東図書館長  では私から、報告事項８と９を、一括してご説明させていただきます。  まず、報告事項８、江東区立図書館指定管理者制度導入準備に向けた検討結果について、報告案をご説明いたします。資料１３をごらんください。以前は、中間まとめとして報告案の概要をご説明させていただきましたが、今回は最終的な検討結果の報告となります。中間まとめとしての報告内容と重複する部分もありますけれども、ご了承いただければと思います。資料としては、資料１３の概要、別紙の冊子の２点ありますけれども、こちらの概要のほうを使ってご説明いたします。  まず、資料１３の左上にあります「１平成２８年度の検討結果」にあるとおり、昨年度、図書館では、江東、深川を除く地域館に、平成３１年度から２カ年で指定管理者制度を導入することなどについて整理し、今年度は、教育委員会事務局内に江東区立図書館指定管理者制度導入準備委員会を設置し、「４検討内容」にある指定管理者対象館のグループ分け、月曜開館、開館時間の延長など、具体的な検討を行ってまいりました。  その結果、資料右上の「５検討結果」をごらんください。  まず、１点目の指定管理対象館のグループ分けですが、来館者数や地域のバランス等を踏まえ、Ａグループは豊洲、古石場、亀戸、砂町、Ｂグループは東陽、東雲、城東、東大島のそれぞれ４館にグループ分けを行っております。指定管理者制度導入時期としては、Ａグループは３１
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年度、Ｂグループは３２年度からとなります。こうしたグループ分けにより、事業者間で切磋琢磨することで、区立図書館全体のサービスアップが図れるものと考えております。  ２点目の月曜開館は、利用者ニーズや近隣自治体の状況等を踏まえ、指定管理者制度導入に合わせ実施してまいります。しかし、古石場及び砂町図書館は、施設の構造上、併設する文化センターと開館日を調整する必要があります。なお、指定管理者制度を導入しない江東図書館等につきましても、３１年度から月曜開館を実施してまいります。  ３点目の開館時間の延長についてですが、まず土曜を含めた平日の開館時間の延長では、現在２０時までの開館となっておりますが、１７時以降の来館者数や貸し出し件数、駅からの利便性、区全体の地域バランス等を踏まえ、全館で開館時間を延長するのではなく、東陽、豊洲、城東の３館で開館時間を１時間延長して、開館時間を２１時まで延長し、また日曜祝日の開館時間では、現在１７時までの開館となっておりますが、全館で開館時間を２時間延長し、１９時まで開館時間を延長してまいります。  なお、枝川図書館サービスコーナーは、図書館の貸し出し・返却機能のみであり、利用者数等の実績から、開館時間は平日、日曜祝日ともに現行どおりと考えております。  「６スケジュール」をごらんください。３０年度には、図書館条例の改正やＡグループの募集・選定等を始めていく予定です。  最後に、「７指定管理者制度導入における課題等」ですが、３１年度は地域館の運営体制において、窓口業務委託と指定管理者が混在し、開館日や開館時間が各館で異なってくるというところがありますので、丁寧な区民への周知が不可欠となっております。  また、指定管理者制度を導入しない中央館機能である江東及び深川図書館は、引き続き窓口業務委託となりますが、図書館サービス向上への取り組みが求められております。  さらに、白河こどもとしょかんは、引き続き窓口業務委託となりますが、新規に整備いたします児童向け複合施設への移転後に指定管理者制度導入を予定しているところでございます。  なお、冊子の報告書には、より詳細な検討の内容や、検討に当たって来館者数ですとか、貸し出し件数を曜日ごとや時間帯ごとに分析した結果、またアンケートの結果についても記載しておりますので、後ほどご確認いただければと思っております。  続いて、報告事項９、江東区立図書館指定管理者制度の新規導入についてをご説明いたします。資料１４をごらんください。  今ほど説明しました報告事項８、江東区立図書館指定管理者制度導入準備に向けた検討結果（報告）についてで、指定管理者制度導入準備委員会での検討結果のほうを報告させていただいたところですが、その検
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討結果を受け、「江東区公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例」に基づき、新たに指定管理者制度による管理運営を行う施設を決定する必要があります。そこで、公の施設に係る指定管理者制度選定評価委員会図書館専門部会を開催し、指定管理者制度導入施設の決定を行ったのでご報告いたします。  区立図書館では、「１指定管理者制度導入時期及び施設の名称、施設所在地」に記載のあるとおり、平成３１年度から豊洲、古石場、亀戸、砂町の４館、また平成３２年度から東陽、東雲、城東、東大島の４館に指定管理者制度の導入を決定いたしたところでございます。  決定に至る経過ですが、先ほどの報告と重複いたしますけれども、平成２８年度に江東区立図書館あり方検討委員会において、江東及び深川図書館を除く地域館に、平成３１年度から２カ年で指定管理者制度を導入すること。指定管理者制度導入に当たっては、地域単位ではなく任意の２グループに分割して募集すること等を整理し、２９年度では指定管理者制度導入準備としてより具体的な検討を行い、指定管理者制度導入の対象館のグループ分け、月曜開館、開館時間の延長等を整理したところです。  また、２カ年で地域館に指定管理者制度を導入することから、指定管理者制度を導入する前年度に、グループ単位で事業者の選定等を行ってまいります。  なお、事業者の選定方法ですが、公募による選定を予定しており、今後のスケジュールとしては、３０年５月に募集要項等を決定して公募を開始し、８月には指定管理者候補者の決定の後、ご報告をさせていただき、９月の第３回区議会定例会に指定議案の提出を予定しているところでございます。  図書館では、地域館への指定管理者導入により、さらなる図書館サービスの向上を図っていきたいと思ってございます。  長くなりましたが、私からの報告は以上です。  岩 佐 教 育 長  本件について質疑願います。  よろしいでしょうか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  それでは、本報告を終了いたします。  報告事項１０ 平成３０年度図書館窓口業務等委託公募型プロポーザルの実施についてを説明願います。  江東図書館長。  保谷江東図書館長  私から、報告事項１０、平成３０年度図書館窓口業務等委託公募型プロポーザルの実施についてをご説明いたします。資料１５をごらんください。 
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 江東区立図書館では、平成１４年度から窓口業務の民間委託を実施しており、図書館運営の効率化及び利用者サービスの向上を図っております。現在は、平成２４年度に公募型プロポーザルにより選定した３社が窓口業務を受託しておりますけれども、平成３１年度から２カ年で地域館に指定管理者制度を導入することに伴い、窓口業務委託対象館が変更し、また開館時間等も変更となるということになります。そこで、窓口業務委託を継続する３館の委託内容を見直すことから、３０年度に公募型プロポーザルを実施し、平成３１年度以降の受託事業者の選定を行いたいと考えております。  対象施設としては、指定管理者制度を導入しない江東、深川、白河こどもの３館であります。  実施内容といたしましては、３館を１つのグループとして書類審査及びプレゼンテーション審査を行い、評価が最も高い事業者を受託候補者として選定いたします。なお、同時期に実施を予定している指定管理者の募集と重複しての応募は可能と考えております。  契約時期は、平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日までとし、履行状況を確認し、業務執行状況が良好な場合は、原則として４回まで契約を更新することができるものとしています。  今後のスケジュールとしては、選定委員会を開催し、募集要項や選定基準、評価基準等を整理した後、３０年５月に公募を開始し、書類審査、プレゼンテーション審査を経て、７月ごろには受託候補者を決定していく予定です。  窓口業務は図書館サービスの基本であることから、利用者から親しまれる窓口サービスを提供するため、公募型プロポーザルを実施し、今後の図書館運営に適切な事業者の選定を行ってまいります。  私からの説明は以上です。  岩 佐 教 育 長  本案について質疑願いします。  よろしいでしょうか。 （「はい」と呼ぶ者あり） 岩 佐 教 育 長  それでは、本報告を終了いたします。  本日は、以上をもちまして平成３０年第１回江東区教育委員会臨時会を閉会といたします。どうもお疲れさまでした。   


